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　　Challenge 15 project
     〔鹿沼の“チカラ”を活かすまちづくり〕

　　　　　　　　
         

第２編　各論 : 基本計画

基本目標３:まちを創る

（１）環境配慮型社会の形成

（２）居住基盤の確立

（３）水循環の保全

（４）交通ネットワークの形成

（５）鹿沼営業戦略

（６）効果的な行財政経営

（７）危機管理体制の充実
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①環境負荷の低減

・地球温暖化は、予想される影響の大きさや深刻さから見て、環境問題にとどまらず、人類の生

存基盤に関わる世界的に重要な課題となっています。

・平成 27 年には「パリ協定」が採択され、世界の平均気温上昇を 2℃未満に抑える努力が義務

付けられましたが、日本では原子力発電所の停止で火力発電が増加し、CO2も増加しています。

・本市の CO2排出量は増加傾向にあり、平成 21 年度からの部門ごとの増加率では、業務部門が 

58.0％増と最も多く、次いで家庭部門が 17.0％増となっています。

・地球温暖化だけでなく、環境問題は全人類共通の課題であり、技術革新の最大限の活用、行

政 ･民間企業 ･市民との連携や意識改革により、自然への負荷を低減する必要があります。

（１）環境配慮型社会の形成

現状と課題

背景（関連法令等、関連計画）

・環境基本法 ・地球温暖化対策推進法 ・新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法

・環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律 ・都市の低炭素化の促進に関する法律

・鹿沼市環境基本条例 ・きれいなまちづくり推進条例

データ・イメージ



各

論

第２編

97

Ⅱ

  計
画
の
推
進

:基
本
目
標
３

　
ま
ち
を
創
る

計 画 目 標

・かぬまの環境は先人から受け継がれた、美しく、かけがえのない財産であり、未来へ継承する

ために、一人ひとりが考えて行動する必要があります。

・豊かで美しい風景を守り、生物多様性の維持や災害の防止等、地域特性に応じて環境を保全し、ま

た、その保全の意識を教育等を通して普及し、具体的行動に移していきます。

・本市の地域特性や環境に配慮して再生可能エネルギーの導入や省エネルギーを促進し、また森林

保全 ･整備や森林資源の有効活用によってCO2対策に取り組み、「低炭素のまち」を目指します。
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背景（関連法令等、関連計画）

・環境基本法 ・水質汚濁防止関係法令 ・大気汚染関係法令 ・騒音 ･振動関係法令

・悪臭関係法令 ・土壌汚染関係法令 ・放射性物質汚染対処特措法

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 ・鹿沼市廃棄物の処理及び清掃に関する条例

データ・イメージ

②生活環境の保全

・平成18年 10月から家庭の燃やすごみを有料化、平成20年 10月からごみ分別種類の細分化、平

成 27 年度には環境クリーンセンターごみ焼却処理施設の長寿命化を行ってきました。

・鹿沼の環境基準維持のため、各種環境調査を継続的に実施しており、生活や生態系等への影

響を未然に防ぐことにつながっています。

・事業者と積極的に公害防止協定書の締結を図っていますが、騒音や悪臭等の公害苦情等取扱

件数は増加しています。

・人口減少に伴い、し尿等収集量も減少傾向にありますが、ごみ搬入量等は、ほぼ横ばいで推

移しています。

（１）環境配慮型社会の形成

現状と課題
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・経済発展のための大量生産 ･大量消費 ･大量廃棄社会とは決別し、ライフスタイルを転換しな

ければならず、そのために、天然資源の消費抑制や３R の推進等、持続可能な「循環のまち」

を目指します。

・生活環境の保全のため、環境調査や放射能測定を継続し、公害の防止と生活の安全 ･安心を保

つことに努めます。

・本市は河川の上流域にあたり、特に安定した水質等が求められているため、様々な環境基準を

維持していきます。

・廃棄物処理では、粗大ごみ処理施設の修繕等、今後も継続的な改修が必要であり、計画的な施

設全体の長寿命化を進めていきます。
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背景（関連法令等、関連計画）

・都市計画法 ・下水道法 ・土地区画整理法 ・都市公園法 ・河川法 ・公営住宅法

・建築物の耐震改修の促進に関する法律 ・国土調査法 ・鹿沼市市営住宅条例

・東大芦川ダム建設事業の中止に伴う対応に係る合意書 ・鹿沼市景観条例

データ・イメージ

①快適な街づくり

・中心市街地や鉄道駅周辺における定住促進が必要です。

・住宅に関する各種相談窓口の一本化による市民サービスの向上が必要です。

・公共施設の管理における民間資源や能力の活用と行政のスリム化が必要です。

・近年のゲリラ豪雨等の異常気象によって浸水被害が多くなってきています。

（２）居住基盤の確立

現状と課題
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・安全で快適な住環境を創り、定住したくなるような取組を推進します。

・新鹿沼駅周辺の整備を進め、利便性向上 ･利用者の増加を図り、駅周辺の活性化を図ります。

・市営住宅は民間資源を活用し、より効率的かつ適正な管理体制を築きます。

・気候変動に対応し、浸水等被害から市民を守るため、雨水幹線等の整備を計画的に実施し、被

害の防止と最小限化を図っていきます。
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背景（関連法令等、関連計画）

・水道法 ・地方公営企業法

データ・イメージ

①持続可能な上水道経営

・人口減少に対応した、適正かつ健全な水道事業の経営方針の確立が必要です。

・水道施設の老朽化による計画的な更新と財源の確保が必要です。

・クリプトスポリジウム等病原性原虫対策など、施設整備による水質汚染対策を図る必要があ

ります。

・地震や渇水時における給水体制の確立を図ることが必要です。

（３）水循環の保全

現状と課題
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・適正な水需要を把握し、水道ビジョンに基づく経営基盤の強化と計画的な施設更新を行い、

市民に安全でおいしい水を提供します。
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背景（関連法令等、関連計画）

・下水道法 ・都市計画法 ・鹿沼市下水道長寿命化計画 ・鹿沼市生活排水処理構想

・経済財政運営と改革の基本方針 2014 ・公営企業会計の適用の推進

データ・イメージ

②持続可能な下水道経営

・人口は減少していますが、宅地面積は広がっており、それに伴う下水道管路等も増加してます。

・税収の落ち込み等により、財政状況は厳しさを増している中、下水道事業においても経営基

盤の強化が課題です。

・公共下水道事業は公営企業会計の適用が求められており、平成３２年度からの適用に向けて

準備を進めています。

・市が定める浄化槽整備区域では、住宅に浄化槽（10 人槽以下）の設置を促していますが、設

置件数は減少傾向にあります。

・公共下水道の水洗化率は県内で 2番目に高く、今後も公共下水道供用区域では、水洗化の普及

を促進し、水質の改善と悪臭等を防ぎます。

（３）水循環の保全

現状と課題
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・下水道事業は施設整備に多額の投資が必要であり、事業期間が長期にわたることや、持続的なサー

ビス提供が求められること等から、計画的に経営を行っていきます。

・企業会計方式による財務諸表等により、市民への経営状況の明確化や費用負担のあり方について分

かりやすく明示し、健全な下水道経営を維持していきます。

・下水道未普及地域の解消、浄化槽の導入やトイレの水洗化を普及しながら、人口規模に合わせ、汚

水等の処理を適切に管理し、鹿沼市の良質な水環境の確保と公衆衛生環境を持続していきます。
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背景（関連法令等、関連計画）

・都市計画法 ・道路法 ・道路法施行規則 ・水源地域対策特別措置法

データ・イメージ

①道路環境の充実

・JR鹿沼駅東側へのアクセスや土地利用のための都市基盤が未整備です。

・国県道へのアクセス強化や生活道路の危険箇所解消が必要です。

・危険度が高い通学路における歩行者の安全確保が必要です。

・膨大な道路施設の維持管理のため、市民協働体制の構築が必要です。

・ゲリラ豪雨等による道路冠水箇所が増加しており、これら危険箇所の改善が必要です。

（４）交通ネットワークの形成

現状と課題
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・安全で快適な道路を整備し、利便性の向上を図ります。

・通学路の歩道を優先的に整備し、歩行者の安全性向上を図ります。

・ＪＲ鹿沼駅周辺の整備を進め、利便性向上 ･利用者の増加を図り、駅周辺の活性化を図ります。

・道路ストックの計画的な維持管理と市民協働による道路愛護を推進し、道路施設を良好に保ち

ます。

・道路冠水箇所を計画的に改善し、道路及び周辺への被害縮小を図ります。
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背景（関連法令等、関連計画）

・道路交通法 ・交通安全対策基本法 ・鹿沼市交通安全対策条例

データ・イメージ

予約バス運行地区

・粟野地域

・北押原・南押原・北犬飼地区

・松原地区など

・板荷・菊沢地区

※網掛けの地域が予約バスの運行地区です。

②地域の交通対策

・交通事故発生件数は減少傾向にありますが、高齢化社会を背景に高齢者の事故が増加しています。

・地域の特性にあった公共交通の再構築が必要となってきています。

・自転車、バイク等の自転車放置禁止区域への駐車が問題となっています。

・鉄道と連動したバスの運行など、来訪者への二次交通のあり方などが課題となっています。

（４）交通ネットワークの形成

現状と課題



各

論

第２編

109

Ⅱ

  計
画
の
推
進

:基
本
目
標
３

　
ま
ち
を
創
る

計 画 目 標

・交通安全のための取組を普及させるとともに、利用しやすい生活交通の確保に努めます。

・観光戦略と連動した二次交通のあり方を検討し、交流人口の拡大を図ります。

・高齢者運転免許自主返納支援事業でリーバス無料乗車券を交付し、高齢者による交通事故の防

止につなげていきます。



110

背景（関連法令等、関連計画）

・鹿沼市観光振興計画 ・鹿沼シティプロモーションガイドライン

データ・イメージ

①シティプロモーションの推進

・交流人口や定住人口の獲得のためには、本市の存在自体を、よりよいイメージで認識されるこ

とが重要です。

・本市のイメージアップと認知度の向上のため、「いちご市」としてのブランドイメージの確立

と定着化を進めていきます。

・観光ニーズの多様化により、特に交流型 ･体験型観光メニューの需要が増加しています。

・人材育成や、観光関係団体の組織化等を始めとした地域づくりによる観光の体制充実が必要です。

・移住希望者への支援制度の拡充等を検討していく必要があります。

（５）鹿沼営業戦略

現状と課題
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・秋まつりのユネスコ登録等を効果的に活用し、観光 PRや友好都市等との相互交流を進め、交

流人口及び外国人来訪者数の増加を図ります。

・彫刻屋台をはじめとした観光資源の周遊ルートや、大芦川の清流等の本市の豊かな自然を生か

した体験型の観光など、通年観光や観光滞在時間を延ばす取組を進めていきます。

・フィルムコミッション等による撮影関係者の来訪者数増加を図ります。

・観光アシスタント、ボランティア等の人材育成を推進します。

・観光物産協会が中心となり、観光関係団体と連携し、地域一体の観光地域づくりを推進します。

・大型観光キャンペーン等による集中的な誘客宣伝を活用し、首都圏等からの観光誘客を進めます。

・特に首都圏をターゲットに、本市の豊かな自然環境と魅力的な生活環境等の情報を、広く発

信し、定住人口の確保を進めていきます。

・移住のためのワンストップによる相談体制の機能充実など、移住希望者への支援を推進します。
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背景（関連法令等、関連計画）

・栃木県立自然公園条例 ・各施設の設置条例 ・鹿沼市観光振興計画 ・辺地計画

・鹿沼市景観計画

データ・イメージ

②観光資源の活用

・中心市街地や前日光県立自然公園内の観光施設には多くの観光客が訪れていますが、施設の老

朽化が進行しています。

・交流人口増加のため、おもてなしの心を重視し、適切な観光施設の改修 ･整備を行うとともに、

それぞれの観光資源の特性を生かしながら連携を図る必要があります。

・日本全体で外国人観光客が増加しており、外国語に対応した観光サインの充実等が必要です。

（５）鹿沼営業戦略

現状と課題
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・前日光県立自然公園内施設の充実と魅力アップ等により、入込客数の増加を図ります。

・まちの駅 新 ･ 鹿沼宿、屋台のまち中央公園、千手山公園等の中心市街地観光施設への入込客

数の増加を図ります。

・観光資源ごとに、その特性を生かした魅力の増加と受け入れ体制の充実を図ります。

・外国語に対応した観光サインの充実等により、外国人観光客の増加を図ります。
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背景（関連法令等、関連計画）

・山村振興法 ・辺地に係る公共施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律

・第 5 期鹿沼市行政改革大綱 ・鹿沼市財政健全化推進計画 ・公共施設等総合管理計画

・地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について

データ・イメージ

①効率的な行政経営

・経常収支比率※１は90%前後の高い水準で推移し、財政が硬直化し、市政運営の自由度は狭まっ

ています。

・市民ニーズの多様化に対応し、市民サービスの向上と経費削減の両立が必要です。

・市民にも分かりやすい事業評価と、次年度以降の事業への反映手法の確立が必要です。

・公共施設の多くは老朽化が進行しており、今後の人口減少や市民ニーズの変化などに対応した

適切な施設配置と維持管理費の削減が必要です。

・特定地域（振興山村地域※２、辺地※３）における支援制度の検証が課題です。

※１経常収支比率…財政構造の弾力性の目安となる指標。低いほど財政に弾力性があり、政策的に使えるお金が多く

　　　　　　　　　 あることを示す

※ 2 振興山村地域…交通条件や経済的諸条件等に恵まれず、産業基盤及び生活環境の整備等が他の地域と比較して十

　　　　　　　　　 分に行われていない山間地等で、旧市町村 (S25.2.1 時点 ) 単位において、林野率や人口密度が一

　　　　　　　　　 定の基準に該当する地域

※ 3 辺  　  　  地…交通条件経済的諸条件等に恵まれず、他の地域に比較して住民の生活文化水準が著しく低い山間

　　　　　　　　　 地等のへんぴな地域

（６）効果的な行財政経営

現状と課題



各

論

第２編

115

Ⅱ

  計
画
の
推
進

:基
本
目
標
３

　
ま
ち
を
創
る

計 画 目 標

・客観的データに基づき計画的 ･戦略的に行政を経営し、着実な総合計画の推進を行うとともに、

最少の経費で最大の効果が得られるよう、常に社会状況に応じた見直しを進めます。

・財政状況を市民にも分かりやすく、適切な指標で示します。

・適債事業※ 1 の厳選等で財源を確保し、限られた財源を効率的に配分し、適正な行政水準を確

保していきます。

・公共施設等総合管理計画に基づき、平成 28 年から 20 年間で、延べ床面積換算で 27.4% の公

共施設削減を目指します。

・市職員は計画的に採用するとともに、人材育成を進めていきます。

・人口減少社会に対応し、適宜、組織 ･機構の見直しを図っていきます。

※ 1 適債事業…地方債発行の対象として認められる事業。災害対策事業費、学校・道路などの建設事業費など
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背景（関連法令等、関連計画）

・地方公務員法 ・鹿沼市情報公開条例 ・鹿沼市個人情報保護条例 ・鹿沼市行政手続条例

ⅲ 広報かぬま ⅳ 統計調査員研修会

ⅱ かぬま夢談議の様子

②市民参加型行政経営

・市役所事業の効率的 ･効果的な実施のため、民間活力の導入や組織の見直し、業務改善を推進

しています。

・市民の声を市政に反映させるためには、積極的に市民の意見を聴取する必要があります。

・統計情報を見やすく、わかりやすくし、民間事業者や市民が利用しやすいようにしていく必要

があります。

（６）効果的な行財政経営

現状と課題
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・市が持っている情報を正しく、分かりやすく発信し、民間事業者や市民が有効に活用できるよう

に発信します。

・市民協働の視点を重視し、行政改革実施計画を策定し、着実に事業を実施していきます。

・行政コストの削減に努め、その効果を適切に公表していきます。
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ⅱ 自主防災会の防災資器材

背景（関連法令等、関連計画）

・災害対策基本法 ・水防法 ・土砂災害防止法 ・消防法 ・鹿沼市火災予防条例

・水防協議会条例 ・鹿沼市地域防災計画

①防災体制の強化

・予測の難しいゲリラ豪雨や異常気象による自然災害が増えてきています。

・高齢者、障がい者、乳幼児、外国人等のうち災害時に避難支援が必要な人には、避難のために

個別プランを作成しています。

・防火意識の向上と住宅用火災報知器の普及と更新が必要です。

・ゲリラ豪雨等による水害の増加に伴い、市民の水防意識の向上と協力体制の強化が急務です。

（７）危機管理体制の充実

現状と課題
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・災害発生時に地域住民が自らその生命を守ることができるよう、全地域における自主防災会の

設立を目指し、地域防災力の向上を図ります。

・各地区で防災訓練等の実施や助言を行い、各団体が災害時にスムーズに連携できるよう、平時

から準備しておきます。

・訓練や講話などを通じ、防火と水防意識の向上を図ります。
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背景（関連法令等、関連計画）

・消防法 ・消防組織法 ・消防団等充実強化法 ・救急救命士法

②消防救急の充実

・市民意識の変化や人口減少により消防団員の確保と技術継承が課題です。

・消防救急車両、及び各種関連装備が老朽化しています。

・更なる救命率の向上のため、継続した救急救命士の養成と技術の向上が必要です。

・消防職員の訓練施設の充実と、円滑な災害活動のための確実な情報伝達手段の確保が必要です。

・休日急患診療所の利用者数は特に小児で増加しているが、軽度受診者の割合が多くなっています。

（７）危機管理体制の充実

現状と課題
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・市民の生命 ･財産を守るため、迅速かつ的確な消防 ･救急活動が可能となるよう、必要な装備を

整備します。

・救命に関する市民の意識向上を図り、ひとりでも多くの命を救うことに寄与します。

・市民の健康や生命を守るため、休日や夜間の受診や、救急医療体制を維持し、地域医療環境の

充実を図ります。


